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 令和 6年度事業報告（令和６年５月１日～令和７年４月３０日） 

 

【概  要】 
令和 5 年定置漁業の漁獲量は 41 万トンであり、前年よりも約 6％減少した。水産庁は令和６年度から

資源管理推進のための新ロードマップに移行し、TAC 魚種拡大に向けたスケジュ－ルに沿って、ステー

クホルダー会合や TAC設定のための意見交換会を開催しており、令和 6年７月にはマダラの４系群が、

令和７年１月にはカタクチイワシ太平洋系群と瀬戸内海系群、マダイ日本海西部・東シナ海系群で TAC
魚種としてステップアップ方式のステップ１による管理が始まり、定置漁業最重要魚種ともいえるブリ

についても令和 7 年 4 月からステップ１による管理が開始されている。クロマグロについてはようやく

TAC 拡大が WCPFC でも認められたが、まだ十分な量ではなく、国内配分では不公平感が根強いもの

がある。さらに、共済・積立ぷらすのクロマグロの下げ止め措置については、５年後（令和１１年度）

の漁期終了後に行われる払戻しからは適用しないことが決まった。 
このような状況に対処して、拡大三役会議を開催して、水産庁からの説明を求めるとともに、各定置

漁業協会間で意見交換を実施した。さらに、主要資源の保全を図るための関係漁業との調整に向けた協

議や要請を行った。また、定置漁業の操業調整と環境整備や経営安定に資するための諸施策の推進等に

向けて取り組んだ。 
 

１．主要庶務事項 
１）組 織 
  (１）会員の構成 

令和 6 年度の入会者数は正会員で 3、賛助会員で 2あった。一方、退会者数は正会員 1で賛助会

員が 1であった。新たな正会員は、高知県定置漁業協同組合の再加入と特定技能外国人の導入の条

件として、当協会の会員であることが定められていることによる個人会員の加入である。 

区    分 令和 5 年度末 令和 6 年度入会 令和 6 年度退会 令和 6年度末現在 
正 会 員 ３５ ３ １ ３７ 

賛助会員 ２０ ２ 1 ２１ 

合 計 ５５ ５ ２ ５８ 

 

(２）役職員の構成 

 ①第 52 回定時総会において、所属会員における役員移動等に伴い理事の補欠選任及び新規加入に伴

う新任が行われ、次の者が役員として選出された（任期は令和 6 年 7 月 11 日から令和 7 年度定時総会

開催日まで）。 
  理  事   平島 孝一郎  千葉県定置漁業協会 会長 

    〃    東  修    宮崎県定置漁業協会 会長 

    〃    折田 正    鹿児島県定置漁業者・漁協協議会 会長理事 

〃    橋本 健    高知県定置漁業協同組合 代表理事組合長 

 

 

 

 

 

②令和 6 年度末における役職員の構成は次のとおりである。 
役  職  名 員   数 摘  要 
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会 長 理 事 
副会長理事 
常 任 理 事 
専 務 理 事 
理 事 
監 事 

 顧     問 
職 員 

１ 
２ 
６ 
１ 

 10 
３ 
２ 
２ 

非常勤 
〃 
〃 
常  勤 
非常勤 
〃 
〃 

常勤１ 非常勤１ 
     

２) 総 会 

   第 52回定時総会は、令和 6年 7月 11日、東京都中央区豊海町 5-1 豊海センタービル 2階会議

室で開催された。総会議案の第１号から第4号はそれぞれ原案どおり承認された。 

  第１号議案  令和 5年度貸借対照表及び正味財産増減計算書の承認に関する件 

  第２号議案  令和 6年度会費の額及び徴収方法に関する件 

  第３号議案  常勤役員報酬に関する件 

第４号議案  役員の選任に関する件 

  報告事項１   令和 5年度事業報告について 

 報告事項２   令和 6年度事業計画及び収支予算について 

  

３）理事会 

次のとおり開催した。 

開催月日 場  所 議  事  内  容 

第1回 ６． ６．１７ 

 

第２回 ６． ７．１１ 

第３回 ７． ４．３０ 

（書面） 

 

豊海ｾﾝﾀｰﾋﾞﾙ 

築地社会教

育会館 

新規加入会員について、令和５年度事業報

告書・決算書、第５２回定時総会の開催等 

新規加入会員の承認等 

令和７年度事業計画及び収支予算等 

 

４）拡大会長・副会長・常任理事会議 

次のとおり開催した。 

開催月日 場  所 議  事  内  容 

６． ８．２１ 

７． ２．２０ 

水産庁中央会議室 

石川県水産会館 

共済・積立ぷらすの今後のあり方について 

水産庁令和６年度補正予算及び令和７年度

予算について。定置漁業における積立ぷら

すの下げ止め措置の今後の取扱いについ

て。ブリの TAC管理について。 

 

 

５）機関誌編集委員会 

次のとおり開催した。 

開催月日 場  所 議  事  内  容 

６．１０．２５ 築地社会教育会館 146号の評価と 147号の編集方針 
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７． ４．１５ 築地社会教育会館 147号の評価と 148号の編集方針 

 

６）監事監査 

令和 5年度の事業並びに収支決算に関する監査が令和6年 5月 31日、当協会事務室において、吉

﨑 清、藤井 富美雄及び奈田 兼一の各監事により実施された。 

 

２．主要業務内容 
１）組織の拡充強化 

 定置漁業者の総意を結集するとともに当協会の事業活動基盤の強化を図るため、会員の加入拡大

に努め、令和6年度での正会員 3、賛助会員 2の新規入会申込を受理した。 

２）水産資源の保護培養、漁場環境の保全等のための諸対策の推進 

(１）要望書の提出 

令和 6年 7月 11日開催の当協会第52回定時総会終了後、水産庁に対し全会員名をもって「定置

漁業存続のための諸制度の維持・改善」、「新たな漁業制度構築の下での定置漁業への配慮」、「クロ

マグロ資源管理制度の改善」、「まき網漁業に対する規制強化」のための諸施策等について要請文書

を提出し、水産庁長官・次長と出席理事との間で話し合いを行った。 

（２）クロマグロ資源管理に関する対応 

水産庁が開催した「太平洋クロマグロに関するブロック説明会」（北海道 8月 9日、太平洋 8月

21日、九州 8月 23日、日本海 8月 27日、東北 8月 29日）に会場または WEBで参加した。水産政

策審議会資源管理分科会クロマグロ部会（9月 24日、10月 22日、11月 26 日）には、日吉常任理

事が委員として参加するとともに、事務局からも傍聴を行った、「クロマグロ TAC意見交換会」（12

月 9日）に参加しクロマグロ TAC配分について定置漁業の主張を行った。 

(３）日本海ブリ漁獲に関する大中型まき網業界との意見交換 

第 20 回目の「日本海北部及び中部海域におけるブリ類の漁獲に関する大中型まき網漁業と定置

網漁業による意見交換会」が令和 7 年 2月 19 日、石川県水産会館で水産庁の仲介により開催され

た。当協会側からは一瀬会長、富山県、福井県、京都府の各協会会長及び事務局等が、また、まき

網業界側からは（一社）全国まき網漁業協会及び傘下の会員代表が参加した。水産庁からは管理調

整課及び新潟漁業調整事務所他が出席した。会議では、ブリ資源の現状について水産資源研究所か

ら説明を受けた後、水産庁からブリの TAC 管理に向けての考え方の説明を行い、石川県からも TAC

管理に関する話題提供が行われ、今後のブリ類資源の利用の在り方等に関し率直な意見交換を行っ

た。 

(４）TAC管理に対する検討 

  水産庁補助事業「令和6年度定置網漁業等数量管理技術開発事業」に共同事業体の一員として参

画し、定置網の混獲回避技術の開発について、地域の定置漁業者との連携、成果の普及推進を行っ

た。令和 7年度においても引き続き本事業に参画している。 

(５）秋さけ資源管理調整協議会への参加 

令和 6年 8月 19日、水産庁主催の関係道県及び増殖関係団体等からなる「秋さけ資源管理調整協

議会」に馬場副会長が委員として参加し、再生産用親魚の確保のための定置網操業規制、固定式刺

網の操業等の実施について協議した。 

 (６）ぶり養殖関係県担当者会議への出席 

令和 7年 2月 12日に水産庁がオンラインで開催した、モジャコ（ブリ幼魚）の採捕に関する関係

県の担当者会議に参加し、専務理事からは、モジャコ採捕を減らすためにも人工種苗の増産を行う
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よう要請した。 

 (７）資源管理方針に関する検討会等への参加 

  令和 7管理年度 TAC設定に関する意見交換会のうちマイワシ太平洋系群・カタクチイワシ太平洋

系群（10月 15日）、マイワシ対馬暖流系群・マアジ（10月 22日）、ブリ（1月 7日）に参加し、ス

テークホルダー会合のうち、サバ類（8月 1日）、スルメイカ（8月6日、10月 16日）、マサバ・ゴ

マサバ太平洋系群（2月 5日）に参加し、意見を述べ関係情報を収集し会員に伝達した。 

（８）全国漁場環境保全対策協議会等への協力 

専務理事は全漁連に設置する「全国漁場環境保全対策協議会」の監事として監査を6月 5日に実

施し、6月 20日の総会に出席し、3月 28日の研修会に出席した。 

  

３）経営基盤整備のための諸対策の推進 

（１）経営安定のための諸施策の確立・推進 

クロマグロ資源管理に関しては、漁業収入安定対策（強度資源管理タイプ）等に加え、平成31年

度から休漁に対する支援措置（新資源管理導入円滑化等推進事業）が講じられ、また、資源管理と

収益性の向上を両立させるために必要な漁船、定置網等のリース方式による導入を支援する水産業

成長産業化沿岸地域創出事業(新リース事業)などが実施された。さらに、水産業競争力強化漁船導

入緊急支援事業（漁船リース事業）の対象として定置網も加わった。 

また、「もうかる漁業創設支援事業」や「浜の活力再生プラン支援事業」などの活用に関し情報の

収集と提供を行ったほか、水産業労働力確保緊急支援事業に関し情報の収集と提供を行った。 

(２）混獲クジラ類の情報収集 

(一財)日本鯨類研究所に報告された情報を基に、定置網に混獲されたクジラ類の処理状況につい

て整理した。令和 6年の全国の定置網で混獲した頭数は、前期（1月～6月）に 52頭、後期（7月

～12月）に 31頭、合計83頭であった（令和6年度混獲頭数は 82頭）。また、クジラ類を混獲した

漁業者からの募金協力は、令和6年度（5月～4月）において合計45頭分（45万円）が寄せられた。 

（３）定置漁業就業者の確保・育成 

(一社)全国漁業就業者確保育成センターの運営に参画することにより、漁業就業者フェアや研修

支援等を行う新規漁業就業者総合支援事業などの推進に協力し、定置漁業就業者の確保に努めた。 

(４）能登半島地震による被災者復興支援 

令和 6年 1月 1日発生の能登半島地震によって被災した漁業者の復興を支援するため、(一社)大

日本水産会を代表とする「能登半島地震対策本部」の一員として、会議に参加した。 

(５）東日本大震災による被災者復興支援 

平成 23年 3月 11日発生の東日本大震災によって被災した漁業者の復興を支援するため、(一社)

大日本水産会を代表とする「東日本大震災対策本部」の一員として、会議に参加した。 

 

 ４）漁業技術及び流通販売の改善の促進 

(１）外国人漁業技能実習等の実施 

「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律」の下、当協会は漁業技能

実習生の受入れに関して「外国人の技能実習の適正な運用に関する規則」のもと、「漁業技能実習事

業協議会」の構成員として、１次受入機関となっている漁協等に対し指導監理にあたった。令和 7

年 3月 1日現在、15漁協において 36 経営体がインドネシアからの定置漁業の技能実習生 119 名を

受け入れている。前年同期と比較して 5 名の増加であり、特定技能への移行が進んでいるなか、ほ

ぼ横ばいの傾向である。なお、外国人技能実習制度は、新たに外国人育成就労制度に移行すること
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となり、移行に向けて検討が行われている。 

また、「特定技能」による外国人材を受入れるための出入国管理及び難民認定法（入管法）の改正

が平成31年 4月 1日に施行されたことに伴い、漁業分野の制度運用を実施する「漁業特定技能協議

会」が設置され、その構成員として仕組み作り等に参画した。令和 2年には「特定技能外国人受け

入れに関する指導体制の構築について」及び「漁業特定技能協議会「1 号構成員」の登録要領」を

定め、令和 7年 3月末現在107経営体において特定技能1号 317名を受け入れている。前年同期と

比較して 91名の大幅増加である。さらに、漁業について特定技能2号が認められ、今年度から受験

が開始された。定置漁業からは 3漁業者において 8名が受験し、そのうち 1名が合格した。なお、

一度 2号の受験申請をした場合は、受験番号が次年度以降の受験にも有効である。 

(２) 流通販売に関する情報の収集・提供 

水産庁による海業の推進に取り組む地区の募集についての情報を会員に伝達した。 

 

 ５）広報普及及び啓発指導の推進 

(１）機関誌「ていち」の発行 

定置漁業及び関連分野における各種情報や取組み、技術開発研究の成果等を記事内容とする機関

誌「ていち」を次のとおり編集発行し、会員及び購読会員に配布した。 

第146号 令和 6年 8月 15日発行  

第147号 令和 7年 2月 15日発行 

なお、機関誌編集委員会委員として以下の識者に委嘱している。 

委員長 井上 喜洋  元・鹿児島大学教授 

    委 員 秋山 清二  東京海洋大学 学術研究院 教授 

〃  石戸谷博範  海と定置網の研究室 

〃  渡部 大輝・稲岡隆繁  ホクモウ㈱ 漁撈開発部開発課 

〃  中川 智之  日東製網㈱ 第1事業部開発ユニット ユニットリーダー 

〃  熊沢 泰正  ニチモウ㈱ 海洋事業本部 海洋営業部長兼研究開発室長 

〃  三次 亮   全国漁業協同組合連合会 漁政部 次長 

〃  村田 裕子  国立研究開発法人水産研究・教育機構 水産技術研究所 水産物応用開

発部 付加価値向上グループ主任研究員 

〃  藤田 薫   国立研究開発法人水産研究・教育機構 開発調査センター 開発調査専

門役 

(２）「ていち情報」の発行 

定置漁業に関係する国等の施策・制度や水産業界の動向等に関する情報について、会員に対し適

時に伝達・提供するための「ていち情報」を電子メールにより発信（計 48回）した。主要な伝達

事項は次のとおり。 

〇開催案内「太平洋クロマグロに関するブロック説明会」（7.19、8.2、8.6） 

〇開催案内・ステークホルダー会合（マサバ・ゴマサバ太平洋系群、スルメイカ全系群）の開催

について（7.10） 

   〇開催案内・TAC設定に関する意見交換会（マイワシ太平洋系群・カタクチイワシ太平洋系群）ス

テークホルダー会合（スルメイカ全系群）（9.24） 

   〇開催案内・TAC設定に関する意見交換会（カタクチイワシ瀬戸内海系群、マダイ日本海西部・東

シナ海系群・カタクチイワシ対馬暖流系群・ウルメイワシ対馬暖流系群、マイワシ対馬暖流系群・

マアジ全系群） 
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   〇漁業就業支援フェア 2025冬出展募集の案内（11.5） 

   〇冬季における漁船事故の防止に向けた安全対策の周知徹底について（11.14） 

   〇水産政策審議会資源管理分科会第 12 回くろまぐろ部会の開催について及びクロマグロ配分基

準についてのパブリックコメントの募集について（11.19） 

   〇北日本漁業研究会シンポジウム「北海道における洋上風力発電の推進状況と漁業」開催につい

て（11.21） 

   〇令和 7管理年度 TAC（漁獲可能量）設定に関する意見交換会（ブリ）（12.26） 

      〇開催案内・ステークホルダー会合（マサバ・ゴマサバ対馬暖流系群、マサバ・ゴマサバ太平洋

系群）（1.14） 

〇第２回海業推進全国協議会の開催について（2.26） 

   〇漁業者の出漁時におけるライフジャケット（救命胴衣）の着用状況調査結果及び着用に関する

指導の徹底について（依頼)（2.28） 

   〇「漁業分野における外国人材受入れマニュアル」について（4.1） 

  (３）定置漁業功労者の表彰 

例年定時総会に先立って、会員から推薦された候補者の中から次の 7名を定置漁業功労者として

表彰した。なお、定置漁業功労者の氏名及び功績概要は、第 52回定時総会議案書及び機関誌「て

いち」第146号に掲載した。さらに、各功労者からの寄稿を募り、機関誌「ていち」第147号に掲

載した。 

令和 6年度定置漁業功労者一覧（敬称略） 

道府県 氏  名 

北海道 坂本則俊 

〃 成田純男 

〃 中村憲二 

〃 米沢達三 

〃 森本 肇 

宮城県 大友久義 

京都府 河畑宏司 

 


